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(57)【要約】
【課題】日本薬局方　一般試験の規格を満足し、優れた耐熱性、剛性、耐衝撃性、射出成
形性、透明性、ガスバリヤー性を有するプロピレン系樹脂組成物およびその成形品を提供
する。
【解決手段】（ａ）２３０℃、２．１６ｋｇ荷重におけるメルトフローレートが２～８０
ｇ／１０分であるプロピレン単独重合体６０～９９重量部と、（ｂ）１９０℃、２．１６
ｋｇ荷重におけるメルトフローレートが１～６０ｇ／１０分、密度が０．８６０～０．９
４０ｇ／ｃｍ３であるポリエチレン１～４０重量部とからなる重合体混合物１００重量部
に対して、（ｃ）下記一般式（１）で示される造核剤（Ａ）が０．００５～０．３重量部
配合されていることを特徴とするプロピレン系樹脂組成物などを提供した。
　　Ｒ１（ＣＯＮＨＲ２）ａ　…（１）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）２３０℃、２．１６ｋｇ荷重におけるメルトフローレートが２～８０ｇ／１０分
であるプロピレン単独重合体６０～９９重量部と、（ｂ）１９０℃、２．１６ｋｇ荷重に
おけるメルトフローレートが１～６０ｇ／１０分、密度が０．８６０～０．９４０ｇ／ｃ
ｍ３であるポリエチレン１～４０重量部とからなる重合体混合物１００重量部に対して、
（ｃ）下記一般式（１）で示される造核剤（Ａ）が０．００５～０．３重量部配合されて
いることを特徴とするプロピレン系樹脂組成物。
　　Ｒ１（ＣＯＮＨＲ２）ａ　　　…（１）
［式中、Ｒ１は、炭素数２～３０の飽和若しくは不飽和の脂肪族ポリカルボン酸残基、炭
素数４～２８の飽和若しくは不飽和の脂環族ポリカルボン酸残基、又は炭素数６～１８の
芳香族ポリカルボン酸残基を表わす。Ｒ２は、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～
１８のアルケニル基、又は炭素数３～４６のシクロアルキル基若しくはシクロアルケニル
基を表わす。ａは、２～６の整数を表す。］
【請求項２】
　重合体混合物１００重量部に対し、さらに、０．００５～０．３重量部の下記一般式（
２）で示される造核剤（Ｂ）、０．００５～０．１５重量部の下記一般式（３）で示され
る造核剤（Ｃ）、又は０．００５～０．１５重量部の下記式（４）で示される造核剤（Ｄ
）から選ばれる少なくとも１種の造核剤が配合されていることを特徴とする請求項１に記
載のプロピレン系樹脂組成物。
【化１】

［式中、Ｒ１は、直接結合、硫黄又は炭素数１～９のアルキレン基若しくはアルキリデン
基であり、Ｒ２及びＲ３は、同一又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～８のア
ルキル基であり、ＭはＮａであり、ｎはＭの価数である。］
【化２】

［式中、Ｒ１は、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基を示し、Ｒ２及びＲ３は、同一
又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１２のアルキル基を示し、Ｍは、周期律
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表第ＩＩＩ族又は第ＩＶ族の金属原子を示し、Ｘは、Ｍが周期律表第ＩＩＩ族の金属原子
を示す場合には、ＨＯ－を示し、Ｍが周期律表第ＩＶ族の金属原子を示す場合には、Ｏ＝
又は（ＨＯ）２－を示す。］
【化３】

［式中、Ｍ１およびＭ２は、同一又は異なって、カルシウム、ストロンチウム、リチウム
又は一塩基性アルミニウムから選択される少なくとも１種の金属カチオンであり、Ｒ１、
Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９およびＲ１０は、同一又は異なって、
水素、Ｃ１～Ｃ９アルキル（ここで、いずれか２つのビシナル（隣接炭素に結合）または
ジェミナル（同一炭素に結合）アルキル基は、一緒になって６個までの炭素原子を有する
炭化水素環を形成してもよい）、ヒドロキシ、Ｃ１～Ｃ９アルコキシ、Ｃ１～Ｃ９アルキ
レンオキシ、アミン及びＣ１～Ｃ９アルキルアミン、ハロゲン（フッ素、塩素、臭素およ
び沃素）並びにフェニルからなる群からそれぞれ選択される。］
【請求項３】
　造核剤（Ａ）が下記一般式（５）で示される少なくとも一種のアミド系化合物であるこ
とを特徴とする請求項１又は２に記載のプロピレン系樹脂組成物。
【化４】

［式中、Ｒ１は、炭素数３～１０の３価の飽和脂肪族炭化水素基、炭素数４～１０の４価
の飽和脂肪族炭化水素基、炭素数５～１５の３価若しくは４価の飽和脂環族炭化水素基、
又は炭素数６～１５の３価若しくは４価の芳香族炭化水素基を表す。Ｒ２は、同一又は異
なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１０の直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基を
表す。ａは、３又は４の整数を表す。］
【請求項４】
　造核剤（Ａ）が下記式（６）で示される少なくとも一種のアミド系化合物であることを
特徴とする請求項１又は２に記載のプロピレン系樹脂組成物。
【化５】

［式中、Ｒ１は、１，２，３－プロパントリカルボン酸又は１，２，３，４－ブタンテト
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ラカルボン酸から全てのカルボンキシル基を除いて得られる残基を表す。３個又４個のＲ
２は、互いに同一又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１０の直鎖状若しくは
分岐鎖状のアルキル基を表す。ａは、３又は４の整数を表す。］
【請求項５】
　ポリエチレンは、密度が０．８６０～０．９１５ｇ／ｃｍ３であることを特徴とする請
求項１～４のいずれか１項に記載のプロピレン系樹脂組成物。
【請求項６】
　ポリエチレンは、メタロセン触媒を用いて重合され、重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均
分子量（Ｍｎ）との比（Ｍｗ／Ｍｎ）が３．５未満であることを特徴とする請求項１～５
のいずれか１項に記載のプロピレン系樹脂組成物。
【請求項７】
　重合体混合物１００重量部に対し、さらに、滑剤が０．００１～０．５重量部配合され
ていることを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載のプロピレン系樹脂組成物。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載のプロピレン系樹脂組成物を射出成形してなる成形
品。
【請求項９】
　注射筒、医療用器具または医療用容器であることを特徴とする請求項８に記載の成形品
。
【請求項１０】
　キット製剤であることを特徴とする請求項９に記載の成形品。
【請求項１１】
　キット製剤がプレフィルドシリンジであることを特徴とする請求項１０に記載の成形品
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プロピレン系樹脂組成物およびその成形品に関し、さらに詳しくは剛性と耐
衝撃性、耐熱性、透明性のバランスに優れ、且つ医療用途向け薬剤、薬液保存容器のうち
、特に、第１４改正　日本薬局方　一般試験　４５．プラスチック製医薬品容器試験法　
１．ポリエチレン製又はポリプロピレン製水性注射剤容器の試験項目をすべて満足するプ
ロピレン系樹脂組成物およびその成形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プロピレン系重合体は、その優れた安全衛生性や成形加工性、力学特性、ガスバリヤー
性の特徴を生かし、各種の医療器具に使用されている。特に近年、高レベルの安全衛生性
が求められる薬剤や薬液の保存容器として、アンプルやバイアルの代替容器用材としての
活用が散見されるようになってきており、その用途向け材料開発が行われてきた（例えば
、特許文献１参照。）。
　これら保存容器向けの樹脂では、保存容器としての剛性、耐衝撃性、透明性や蒸気滅菌
時の耐熱性、耐失透性、耐添加剤抽出性が求められ、水蒸気や酸素のガスバリヤー性が維
持されることや、使用添加剤が保存薬剤、薬液に相互作用を及ぼさないことが必要であり
、具体的には、第１４改正　日本薬局方　一般試験　４５．プラスチック製医薬品容器試
験法　１．ポリエチレン製又はポリプロピレン製水性注射剤容器の試験項目をすべて満足
することが必須要件である。
【０００３】
　プロピレン系重合体は、剛性や耐熱性、ガスバリヤー性の点ではプロピレン単独重合体
が、透明性や耐衝撃性の点ではエチレン－プロピレンランダム共重合体が、耐熱性、耐衝
撃性ではエチレン－プロピレンブロック共重合体が好適であり、状況に応じて適宜選択的
に用いられているが、保存容器に用いる場合、プロピレン単独重合体では、耐衝撃性の点
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において、十分な性能を発揮させることが困難あり、エチレン－プロピレンランダム共重
合体では、蒸気減滅菌時における耐熱性が十分ではなく、変形してしまう問題があり、エ
チレン－プロピレンブロック共重合体では、透明性の点において、十分な性能を発揮させ
ることが困難であった。
　したがって、保存容器として主となる性能の最適化を、造核剤や中和剤などを種々組み
合わせた添加剤配合に頼らざるを得なかった。
【０００４】
　しかしながら、例えば、ソルビトール系透明造核剤を用いた場合には、耐添加剤抽出性
や局方試験を満足せず、これらの用途には不適であり、アルミニウム系や有機リン酸系合
成造核剤を添加したものは、透明性の発現が十分でなかったり、また、添加量を増やすと
、局方試験の強熱残分に満足すべき結果が得られなかった。
　局方試験に合格する必要のある医療用途の例としては、薬液をあらかじめ充填してなる
プレフィルドシリンジやキット製剤などが挙げられる。
　この薬液をあらかじめ充填してなるキット製剤をポリプロピレンで製造する事を検討し
始めたのは、１９８０年代半ば頃からで（例えば、特許文献２参照。）、近年、プロピレ
ン系重合体と、特定の造核剤とからなる透明な注射筒又は透明な容器に薬剤液を充填して
なる製剤（例えば、特許文献３参照。）に関する検討がなされている。
　また、プレフィルドシリンジなどの製品は、輸送したり使用する時に、衝撃が加わり、
製品が破損してしまう問題が従来から挙げられており、より耐衝撃性の高い材料が求めら
れてきた。
　しかしながら、高い透明性と耐衝撃性があり、局方試験に合格し、しかも、薬剤、薬液
の保存容器として満足できる耐熱性や剛性、成形性などを有する成形品が得られていない
のが現状であった。
【特許文献１】特開平１－１７８５４１号公報
【特許文献２】特開昭６２－１９４８６６号公報
【特許文献３】特開平５－２２２０７８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、上記問題点に鑑み、第１４改正　日本薬局方　一般試験　４５．プラ
スチック製医薬品容器試験法　１．ポリエチレン製又はポリプロピレン製水性注射剤容器
の試験項目の規格を満足し、かつ、優れた耐熱性、剛性、耐衝撃性、射出成形性、透明性
、ガスバリヤー性を有するプロピレン系樹脂組成物およびその成形品を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、前記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、特定のプロピレン単独重
合体と特定のポリエチレンとを特定量配合した重合体混合物に対し、特定の造核剤を特定
量用いたプロピレン系樹脂組成物が耐熱性、剛性、耐衝撃性、射出成形性、透明性、ガス
バリヤー性に優れ、且つ日本薬局方の試験項目の規格を満足する樹脂組成物になり得るこ
とを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００７】
　すなわち、本発明の第１の発明によれば、（ａ）２３０℃、２．１６ｋｇ荷重における
メルトフローレートが２～８０ｇ／１０分であるプロピレン単独重合体６０～９９重量部
と、（ｂ）１９０℃、２．１６ｋｇ荷重におけるメルトフローレートが１～６０ｇ／１０
分、密度が０．８６０～０．９４０ｇ／ｃｍ３であるポリエチレン１～４０重量部とから
なる重合体混合物１００重量部に対して、（ｃ）下記一般式（１）で示される造核剤（Ａ
）が０．００５～０．３重量部配合されていることを特徴とするプロピレン系樹脂組成物
が提供される。
　　Ｒ１（ＣＯＮＨＲ２）ａ　　　…（１）
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［式中、Ｒ１は、炭素数２～３０の飽和若しくは不飽和の脂肪族ポリカルボン酸残基、炭
素数４～２８の飽和若しくは不飽和の脂環族ポリカルボン酸残基、又は炭素数６～１８の
芳香族ポリカルボン酸残基を表わす。Ｒ２は、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～
１８のアルケニル基、又は炭素数３～４６のシクロアルキル基若しくはシクロアルケニル
基を表わす。ａは、２～６の整数を表す。］
【０００８】
　また、本発明の第２の発明によれば、第１の発明において、重合体混合物１００重量部
に対し、さらに、０．００５～０．３重量部の下記一般式（２）で示される造核剤（Ｂ）
、０．００５～０．１５重量部の下記一般式（３）で示される造核剤（Ｃ）、又は０．０
０５～０．１５重量部の下記式（４）で示される造核剤（Ｄ）から選ばれる少なくとも１
種の造核剤が配合されていることを特徴とするプロピレン系樹脂組成物が提供される。
【０００９】
【化１】

［式中、Ｒ１は、直接結合、硫黄又は炭素数１～９のアルキレン基若しくはアルキリデン
基であり、Ｒ２及びＲ３は、同一又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～８のア
ルキル基であり、ＭはＮａであり、ｎはＭの価数である。］
【００１０】

【化２】

［式中、Ｒ１は、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基を示し、Ｒ２及びＲ３は、同一
又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１２のアルキル基を示し、Ｍは、周期律
表第ＩＩＩ族又は第ＩＶ族の金属原子を示し、Ｘは、Ｍが周期律表第ＩＩＩ族の金属原子
を示す場合には、ＨＯ－を示し、Ｍが周期律表第ＩＶ族の金属原子を示す場合には、Ｏ＝
又は（ＨＯ）２－を示す。］
【００１１】
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【化３】

［式中、Ｍ１およびＭ２は、同一又は異なって、カルシウム、ストロンチウム、リチウム
又は一塩基性アルミニウムから選択される少なくとも１種の金属カチオンであり、Ｒ１、
Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９およびＲ１０は、同一又は異なって、
水素、Ｃ１～Ｃ９アルキル（ここで、いずれか２つのビシナル（隣接炭素に結合）または
ジェミナル（同一炭素に結合）アルキル基は、一緒になって６個までの炭素原子を有する
炭化水素環を形成してもよい）、ヒドロキシ、Ｃ１～Ｃ９アルコキシ、Ｃ１～Ｃ９アルキ
レンオキシ、アミン及びＣ１～Ｃ９アルキルアミン、ハロゲン（フッ素、塩素、臭素およ
び沃素）並びにフェニルからなる群からそれぞれ選択される。］
【００１２】
　また、本発明の第３の発明によれば、第１又は２の発明において、造核剤（Ａ）が下記
一般式（５）で示される少なくとも一種のアミド系化合物であることを特徴とするプロピ
レン系樹脂組成物が提供される。
【００１３】

【化４】

［式中、Ｒ１は、炭素数３～１０の３価の飽和脂肪族炭化水素基、炭素数４～１０の４価
の飽和脂肪族炭化水素基、炭素数５～１５の３価若しくは４価の飽和脂環族炭化水素基、
又は炭素数６～１５の３価若しくは４価の芳香族炭化水素基を表す。Ｒ２は、同一又は異
なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１０の直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基を
表す。ａは、３又は４の整数を表す。］
【００１４】
　また、本発明の第４の発明によれば、第１又は２の発明において、造核剤（Ａ）が下記
式（６）で示される少なくとも一種のアミド系化合物であることを特徴とするプロピレン
系樹脂組成物が提供される。
【００１５】

【化５】
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［式中、Ｒ１は、１，２，３－プロパントリカルボン酸又は１，２，３，４－ブタンテト
ラカルボン酸から全てのカルボンキシル基を除いて得られる残基を表す。３個又４個のＲ
２は、互いに同一又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１０の直鎖状若しくは
分岐鎖状のアルキル基を表す。ａは、３又は４の整数を表す。］
【００１６】
　本発明の第５の発明によれば、第１～４のいずれかの発明において、ポリエチレンは、
密度が０．８６０～０．９１５ｇ／ｃｍ３であることを特徴とするプロピレン系樹脂組成
物が提供される。
　また、本発明の第６の発明によれば、第１～５のいずれかの発明において、ポリエチレ
ンは、メタロセン触媒を用いて重合され、重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ
）との比（Ｍｗ／Ｍｎ）が３．５未満であることを特徴とするプロピレン系樹脂組成物が
提供される。
　さらに、本発明の第７の発明によれば、第１～６のいずれかの発明において、重合体混
合物１００重量部に対し、さらに、滑剤が０．００１～０．５重量部配合されていること
を特徴とするプロピレン系樹脂組成物が提供される。
【００１７】
　本発明の第８の発明によれば、第１～７のいずれかの発明に係るプロピレン系樹脂組成
物を射出成形してなる成形品が提供される。
　また、本発明の第９の発明によれば、第８の発明において、注射筒、医療用器具または
医療用容器であることを特徴とする成形品が提供される。
　さらに、本発明の第１０の発明によれば、第９の発明において、キット製剤であること
を特徴とする成形品が提供される。
　またさらに、本発明の第１１の発明によれば、第１０の発明において、キット製剤がプ
レフィルドシリンジであることを特徴とする成形品が提供される。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明のプロピレン系樹脂組成物は、特定のプロピレン単独重合体に特定のポリエチレ
ンを配合したことにより、材料のモルフォロジーが変化し、耐衝撃性良好な重合体混合物
となる上、更に、特定の造核剤を特定量配合して、剛性と透明性をバランス良く向上し、
優れた耐熱性、ガスバリヤー性を保持する組成物であり、また、合格基準の厳しい第１４
改正　日本薬局方　一般試験　４５．プラスチック製医薬品容器試験法　１．ポリエチレ
ン製又はポリプロピレン製水性注射剤容器の試験項目の規格を満足する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　本発明のプロピレン系樹脂組成物は、（ａ）２３０℃、２．１６ｋｇ荷重におけるメル
トフローレートが２～８０ｇ／１０分であるプロピレン単独重合体６０～９９重量部と、
（ｂ）１９０℃、２．１６ｋｇ荷重におけるメルトフローレートが１～６０ｇ／１０分、
密度が０．８６０～０．９４０ｇ／ｃｍ３であるポリエチレン１～４０重量部とからなる
重合体混合物１００重量部に対して、（ｃ）前記一般式（１）で示される造核剤（Ａ）が
０．００５～０．３重量部配合されていることを特徴とするものである。
　以下、プロピレン系樹脂組成物を構成する成分、樹脂組成物の製造方法、成形品につい
て、詳細に説明する。
【００２０】
［Ｉ］プロピレン系樹脂組成物の構成成分
１．プロピレン単独重合体（ａ）
　本発明のプロピレン系樹脂組成物に用いるプロピレン単独重合体（ａ）は、２３０℃、
２．１６ｋｇ荷重におけるメルトフローレート（ＭＦＲ）が、２～８０ｇ／１０分、好ま
しくは７～１３ｇ／１０分である。ＭＦＲがこの範囲にあると、樹脂組成物の剛性と耐衝
撃性、成形温度に由来する高生産速度に適した樹脂組成物を与え、ＭＦＲが２ｇ／１０分
未満では、成形が困難になり、一方、８０ｇ／１０分を超えると、良好な耐衝撃性が得ら
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れなくなる。
　ここで、２３０℃におけるＭＦＲは、ＪＩＳ　Ｋ７２１０に準拠して２３０℃、２．１
６ｋｇ荷重下で測定する値である。
【００２１】
　また、立体規則性は、９６％以上が好ましく、９６．５％以上がさらに好ましい。立体
規則性が９６％未満では、剛性および熱変形温度が低下しやすくなる傾向があり、成形時
に成形品が変形しやすくなる恐れがある。
　ここで、立体規則性は、１３Ｃ－ＮＭＲ法で測定する値である。
【００２２】
　本発明で用いられるプロピレン単独重合体（ａ）を得るために用いられる触媒としては
、特に限定されるものではなく、公知の触媒が使用可能である。例えば、チタン化合物と
有機アルミニウム化合物を組み合わせた、いわゆるチーグラー・ナッタ触媒、あるいは、
メタロセン触媒（例えば、特開平５－２９５０２２号公報等に記載）が使用できる。本発
明では、剛性、耐衝撃性のバランスが良いプロピレン単独重合体が特に好ましいため、一
般的に立体規則性の高いチーグラー・ナッタ触媒がより好ましい。また、メタロセン触媒
を用いて製造したプロピレン単独重合体（ａ）は、ポリエチレン（ｂ）がメタロセン触媒
を用いて製造した低密度ポリエチレンである場合、相溶性が良く、より好ましい。
【００２３】
２．ポリエチレン（ｂ）
　本発明のプロピレン系樹脂組成物に用いられるポリエチレン（ｂ）は、密度が０．８６
０～０．９４０ｇ／ｃｍ３のポリエチレンであって、エチレン単独重合体でも構わないが
、ポリエチレン（ｂ）の３０ｗｔ％以下、好ましくは１５～２５ｗｔ％の他のα－オレフ
ィンとを共重合させた重合体を用いると、耐衝撃性が良好となる。他のα－オレフィンの
例としては、プロパン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペ
ンテン、３－メチル－１－ペンテン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－デセン等を挙げ
ることができる。
　また、分子量分布の幅の指標である（重量平均分子量）／（数平均分子量）の値は、７
．０未満が良く、好ましくは３．５未満で、更に好ましくは３．０未満であると、剛性と
耐衝撃性の物性バランスが良好となる。
【００２４】
　ここで、（重量平均分子量）／（数平均分子量）は、ゲルパーミエーションクロマトグ
ラフィー（ＧＰＣ）で測定した重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比（
Ｍｗ／Ｍｎ）で定義されるものである。Ｍｗ／Ｍｎの測定方法は、以下の通りである。
　装置：ウオーターズ社製ＧＰＣ　１５０Ｃ型
　検出器：ＭＩＲＡＮ　１Ａ赤外分光光度計（測定波長、３．４２μｍ）
　カラム：昭和電工社製ＡＤ８０６Ｍ／Ｓ　３本
［カラムの較正は、東ソー製単分散ポリスチレン（Ａ５００，Ａ２５００，Ｆ１，Ｆ２，
Ｆ４，Ｆ１０，Ｆ２０，Ｆ４０，Ｆ２８８の各０．５ｍｇ／ｍｌ溶液）の測定を行い、溶
出体積と分子量の対数値を２次式で近似した。］
　測定温度：１４０℃
　注入量：０．２ｍｌ
　濃度：２０ｍｇ／１０ｍＬ
　溶媒：オルソジクロロベンゼン
　流速：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
　また、試料の分子量は、ポリスチレンとポリエチレンの粘度式を用いて、ポリエチレン
に換算した。ここでポリスチレンの粘度式の係数は、α＝０．７２３、ｌｏｇＫ＝－３．
９６７であり、ポリエチレンは、α＝０．７２３、ｌｏｇＫ＝－３．４０７である。
【００２５】
　ポリエチレン（ｂ）の１９０℃におけるメルトフローレート（ＭＦＲ）は、１～６０ｇ
／１０分、好ましくは３～４０ｇ／１０分である。この範囲にあると、樹脂組成物を構成
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するプロピレン単独重合体（ａ）とポリエチレン（ｂ）との混合具合が良く、透明性に優
れたバランスのとれた樹脂組成物を得ることができる。ポリエチレン（ｂ）のＭＦＲが１
ｇ／１０分未満、または６０ｇ／１０分を超えると、プロピレン単独重合体（ａ）への分
散が悪くなり、安定した組成物が得られなくなる。
　ここで、１９０℃におけるＭＦＲは、ＪＩＳ　Ｋ７２１０に準拠して１９０℃、２．１
６ｋｇ荷重下で測定した値である。
【００２６】
　また、ポリエチレン（ｂ）をプロピレン単独重合体（ａ）に混合する際、ポリエチレン
（ｂ）とプロピレン単独重合体（ａ）とのＭＦＲ差が小さくなると、ポリエチレン（ｂ）
は、プロピレン単独重合体（ａ）に微分散されたマトリックスとして存在する傾向がある
ため、透明性が良好となり、ポリエチレン（ｂ）として、プロピレン単独重合体（ａ）と
のＭＦＲ差が小さくなるものを、使用することが望ましい。
　具体的には、ポリエチレン（ｂ）のＭＦＲ／プロピレン単独重合体（ａ）のＭＦＲは、
０．０５～１．１が好ましく、０．１～０．９がさらに好ましく、０．１５～０．７が特
に好ましい。
【００２７】
　また、ポリエチレン（ｂ）の密度は、０．８６０～０．９４０ｇ／ｃｍ３である。密度
が０．８６０ｇ／ｃｍ３未満であると、剛性が不十分となり、一方、０．９４０ｇ／ｃｍ
３を超えると、透明性が著しく悪化する。プロピレン単独重合体に対し、ポリエチレンを
配合すると、透明性を悪化させる傾向にあるが、密度の低いものを用いると、透明性悪化
傾向を緩和させることができ、耐衝撃性を向上させることができるため、ポリエチレン（
ｂ）の密度は、０．９２５ｇ／ｃｍ３以下が好ましく、０．９１５ｇ／ｃｍ３以下がさら
に好ましい。
　ここで、密度は、ＪＩＳ　Ｋ７１１２に準拠して測定する値である。
【００２８】
　このようなポリエチレン（ｂ）は、オレフィンの立体規則性重合触媒を用い、分子量調
整を図りつつ、エチレンおよび必要に応じて他のα－オレフィンを共存させて重合するこ
とによって、製造することができる。具体的には、ポリエチレン（ｂ）は、オレフィンの
立体規則性重合触媒として、チーグラー触媒、フィリップス触媒、メタロセン触媒等の触
媒を使用して、気相法、溶液法、高圧法、スラリー法等のプロセスで、エチレンと、必要
に応じてプロピレン、１－ブテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、１－オク
テン等のα－オレフィンとを共重合させて、製造することができるが、特に、（重量平均
分子量）／（数平均分子量）を小さく、密度を低くするには、オレフィンの立体規則性重
合触媒として、メタロセン触媒を用いて、高圧法、又は溶液法で製造されることが望まし
い。
【００２９】
　また、本発明のプロピレン系樹脂組成物に用いるポリエチレン（ｂ）は、本発明の効果
を損なわない範囲で、１種または２種以上組み合わせて使用することができる。
　本発明のプロピレン系樹脂組成物に用いるポリエチレン（ｂ）は、市販品としては、日
本ポリエチレン（株）製のノバテックＬＬシリーズやハーモレックスシリーズ、カーネル
シリーズ、三井化学（株）製のタフマーＰシリーズやタフマーＡシリーズ、（株）プライ
ムポリマー製のエボリューシリーズ、住友化学（株）製のスミカセンＥ、ＥＰシリーズ、
エクセレンＧＭＨシリーズなどが例示できる。
　また、メタロセン触媒を用いて重合されたポリエチレン（ｂ）としては、日本ポリエチ
レン（株）製のハーモレックスシリーズ、カーネルシリーズ、プライムポリマー製のエボ
リューシリーズ、住友化学（株）製のエクセレンＦＸシリーズ等が例示できる。
【００３０】
３．プロピレン単独重合体（ａ）およびポリエチレン（ｂ）の配合割合
　本発明のプロピレン系樹脂組成物における、プロピレン単独重合体（ａ）とポリエチレ
ン（ｂ）の配合割合は、プロピレン単独重合体（ａ）が６０～９９重量部、ポリエチレン
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（ｂ）が４０～１重量部であり、好ましくは、プロピレン単独重合（ａ）が８０～９５重
量部、ポリエチレン（ｂ）が２０～５重量部である。この範囲内であると、耐衝撃性が優
れる樹脂組成物となる。
　また、本発明で用いられる重合体混合物には、プロピレン単独重合体（ａ）およびポリ
エチレン（ｂ）の他に、本発明の効果を阻害しない範囲で、プロピレンとα－オレフィン
とのランダムもしくはブロック共重合体を使用することができる。ここで、共重合成分の
α－オレフィンとしては、エチレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メ
チル－１－ペンテン、１－ヘプテン、１－オクテンなどが挙げられる。
【００３１】
４．造核剤
　本発明に用いられる造核剤は、一般式（１）で示される造核剤（Ａ）である。また、本
発明に好ましく用いられる造核剤としては、一般式（２）～（４）で示される造核剤（Ｂ
）～（Ｄ）を挙げることができる。
　造核剤（Ａ）は、一般式（１）で示されるアミド系化合物であり、中でも、一般式（５
）で示されるアミド系化合物が好ましく、一般式（６）で示されるアミド系化合物がより
好ましい。
【００３２】
　　Ｒ１（ＣＯＮＨＲ２）ａ　　　…（１）
［式中、Ｒ１は、炭素数２～３０の飽和若しくは不飽和の脂肪族ポリカルボン酸残基、炭
素数４～２８の飽和若しくは不飽和の脂環族ポリカルボン酸残基、又は炭素数６～１８の
芳香族ポリカルボン酸残基を表わす。Ｒ２は、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数２～
１８のアルケニル基、又は炭素数３～４６のシクロアルキル基若しくはシクロアルケニル
基を表わす。ａは、２～６の整数を表す。］
【００３３】
【化６】

［式（５）中、Ｒ１は、炭素数３～１０の３価の飽和脂肪族炭化水素基、炭素数４～１０
の４価の飽和脂肪族炭化水素基、炭素数５～１５の３価もしくは４価の飽和脂環族炭化水
素基、又は炭素数６～１５の３価もしくは４価の芳香族炭化水素基を表す。Ｒ２は、同一
又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１０の直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキ
ル基を表す。ａは、３又は４の整数を表す。］
【００３４】

【化７】

［式（６）中、Ｒ１は、１，２，３－プロパントリカルボン酸又は１，２，３，４－ブタ
ンテトラカルボン酸から全てのカルボンキシル基を除いて得られる残基を表す。３個又４
個のＲ２は、互いに同一又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１０の直鎖状若
しくは分岐鎖状のアルキル基を表す。ａは、３又は４の整数を表す。］
【００３５】
　具体的には、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリシクロヘキシルアミド、１，２
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，３－プロパントリカルボン酸トリ（２－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－
プロパントリカルボン酸トリ（３－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパ
ントリカルボン酸トリ（４－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリ
カルボン酸トリ（２－エチルシクロヘキシルアミド）１，２，３－プロパントリカルボン
酸トリ（３－エチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ
（４－エチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（２－
ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（３－
ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（４－
ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（２－
ｉｓｏ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（
３－ｉｓｏ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸ト
リ（４－ｉｓｏ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン
酸トリ（２－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸
トリ（３－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ
（４－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（
２－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ
（３－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸ト
リ（４－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸
トリ（２－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン
酸トリ（３－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３－プロパントリカルボン
酸トリ（４－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボ
ン酸トリ（２－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカ
ルボン酸トリ（３－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパント
リカルボン酸トリ（４－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパ
ントリカルボン酸トリ（４－ｎ－ペンチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパ
ントリカルボン酸トリ（４－ｎ－ヘキシルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパ
ントリカルボン酸トリ（４－ｎ－ヘプチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパ
ントリカルボン酸トリ（４－ｎ－オクチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパ
ントリカルボン酸トリ［４－（２－エチルヘキシル）シクロヘキシルアミド］、１，２，
３－プロパントリカルボン酸トリ（４－ｎ－ノニルシクロヘキシルアミド）、１，２，３
－プロパントリカルボン酸トリ（４－ｎ－デシルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－
プロパントリカルボン酸［（シクロヘキシルアミド）ジ（２－メチルシクロヘキシルアミ
ド）］、１，２，３－プロパントリカルボン酸［ジ（シクロヘキシルアミド）（２－メチ
ルシクロヘキシルアミド）］、
【００３６】
　１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラシクロヘキシルアミド、１，２，３，
４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，
４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，
４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，
４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－エチルシクロヘキシルアミド）１，２，３，４
－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－エチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４
－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－エチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４
－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，
３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１
，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド
）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－ｉｓｏ－プロピルシクロヘキ
シルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－ｉｓｏ－プロピル
シクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｉｓｏ
－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（
２－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テト
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ラ（３－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テ
トラ（４－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン
酸テトラ（２－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラ
カルボン酸テトラ（３－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３，４－ブタン
テトラカルボン酸テトラ（４－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４
－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２
，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）
１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルア
ミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－ｔｅｒｔ－ブチルシクロ
ヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－ｔｅｒｔ－ブ
チルシクロヘキシルアミド）１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｔｅ
ｒｔ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ
（４－ｎ－ペンチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸
テトラ（４－ｎ－ヘキシルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカル
ボン酸テトラ（４－ｎ－ヘプチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテト
ラカルボン酸テトラ（４－ｎ－オクチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタ
ンテトラカルボン酸テトラ［４－（２－エチルヘキシル）シクロヘキシルアミド］、１，
２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｎ－ノニルシクロヘキシルアミド）、
１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｎ－デシルシクロヘキシルアミド
）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸［ジ（シクロヘキシルアミド）ジ（２－メ
チルシクロヘキシルアミド）］等が挙げられる。
【００３７】
　上記アミド系化合物の中でも、特に造核作用（核剤効果）の観点から、一般式（５）も
しくは（６）におけるＲ２が水素原子又は炭素数１～４の直鎖状若しくは分岐鎖状のアル
キル基であるアミド系化合物が好ましい。
　具体的には、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリシクロヘキシルアミド、１，２
，３－プロパントリカルボン酸トリ（２－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－
プロパントリカルボン酸トリ（３－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパ
ントリカルボン酸トリ（４－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリ
カルボン酸トリ（２－エチルシクロヘキシルアミド）１，２，３－プロパントリカルボン
酸トリ（３－エチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ
（４－エチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（２－
ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（３－
ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（４－
ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（２－
ｉｓｏ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（
３－ｉｓｏ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸ト
リ（４－ｉｓｏ－プロピルシクロヘキシルアミド）、　１，２，３－プロパントリカルボ
ン酸トリ（２－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン
酸トリ（３－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３－プロパントリカルボン酸ト
リ（４－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ
（２－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸ト
リ（３－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸
トリ（４－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン
酸トリ（２－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボ
ン酸トリ（３－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３－プロパントリカルボ
ン酸トリ（４－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカル
ボン酸トリ（２－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリ
カルボン酸トリ（３－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパン
トリカルボン酸トリ（４－ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアミド）、
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【００３８】
　１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（シクロヘキシルアミド）、１，２，
３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，
３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，
３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，
３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－エチルシクロヘキシルアミド）１，２，３
，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－エチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３
，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－エチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３
，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，
２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－ｎ－プロピルシクロヘキシルアミド）
、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｎ－プロピルシクロヘキシルア
ミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－ｉｓｏ－プロピルシクロ
ヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－ｉｓｏ－プロ
ピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｉ
ｓｏ－プロピルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テト
ラ（２－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸
テトラ（３－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３，４－ブタンテトラカルボン
酸テトラ（４－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカル
ボン酸テトラ（２－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテ
トラカルボン酸テトラ（３－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３，４－ブ
タンテトラカルボン酸テトラ（４－ｉｓｏ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３
，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミド）、１
，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミ
ド）１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシ
ルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－ｔｅｒｔ－ブチルシ
クロヘキシルアミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－ｔｅｒｔ
－ブチルシクロヘキシルアミド）１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－
ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシルアミド）等が挙げられる。
【００３９】
　これら好ましいアミド系化合物の中でも、特に透明性・剛性のバランス及び原料入手の
容易性の観点から、一般式（５）もしくは（６）におけるＲ２が水素原子又はメチル基で
あるアミド系化合物が特に好ましい。具体的には、１，２，３－プロパントリカルボン酸
トリシクロヘキシルアミド、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（２－メチルシク
ロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（３－メチルシクロヘキ
シルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（４－メチルシクロヘキシルア
ミド）、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラシクロヘキシルアミド、１，２
，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（２－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２
，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（３－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２
，３，４－ブタンテトラカルボン酸テトラ（４－メチルシクロヘキシルアミド）などが例
示される。
【００４０】
　また、透明性の改良効果を重視する場合には、一般式（１）、（５）もしくは（６）に
おけるＲ１が１，２，３－プロパントリカルボン酸から全てのカルボンキシル基を除いて
得られる残基であるアミド系化合物が特に好ましい。具体的には、１，２，３－プロパン
トリカルボン酸トリシクロヘキシルアミド、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（
２－メチルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（３－メ
チルシクロヘキシルアミド）、１，２，３－プロパントリカルボン酸トリ（４－メチルシ
クロヘキシルアミド）などが挙げられる。
　上記のアミド系化合物は、単独又は２種以上を適宜組み合わせて用いることができる。
【００４１】
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　本発明に用いられる造核剤（Ａ）の結晶形態は、本発明の効果が得られる限り、特に限
定されず、六方晶、単斜晶、立方晶等の任意の結晶形態が使用できる。これらの結晶も公
知であるか又は公知の方法に従い製造できる。
【００４２】
　本発明に用いられる造核剤（Ａ）は、実質的に純度１００％のものが好ましいが、若干
不純物を含むものであってもよい。不純物を含有する場合であっても、当該造核剤（Ａ）
の純度は、好ましくは９０重量％以上、より好ましくは９５重量％以上、特に９７重量％
以上が推奨される。不純物としては、反応中間体又は未反応体由来のモノアミドジカルボ
ン酸若しくはそのエステル化合物、ジアミドモノカルボン酸若しくはそのエステル化合物
、副反応体由来のイミド化合物などが例示される。
　但し、結晶化速度を制御するなどの目的で、下記式（７）にて表される少なくとも一種
の脂肪酸金属塩を、造核剤（Ａ）：式（７）の脂肪酸金属塩の重量比が１００：０～３０
：７０の配合割合にて、本発明の効果を阻害しない範囲で使用しても構わない。
【００４３】
　　（Ｒ１ＣＯＯ）ｎＭ　　　　…（７）
［式中、Ｒ１は、分子内に１個以上の水酸基を有していてもよい炭素数８～３２の飽和若
しくは不飽和の脂肪族モノカルボン酸からカルボキシル基を除いて得られる残基を表す。
ｎは、１又は２の整数を表し、ｎ＝２の場合、２個のＲ１は、同一又は異なっていてもよ
い。Ｍは、１価又は２価の金属を表す。］
【００４４】
　本発明に用いられる造核剤（Ａ）の製造方法は、特に限定はなく目的の造核剤（Ａ）が
得られればよい。例えば、特定の脂肪族ポリカルボン酸成分と特定の脂環式モノアミン成
分とから従来公知の方法（例えば、特開平７－２４２６１０号公報など）に従って、製造
することができる。
【００４５】
　上記脂肪族ポリカルボン酸成分としては、１，２，３－プロパントリカルボン酸、１，
２，３，４－ブタンテトラカルボン酸、該ポリカルボン酸の酸塩化物や無水物、該ポリカ
ルボン酸と炭素数１～４の低級アルコールとのエステル等の誘導体等が例示される。これ
ら脂肪族ポリカルボン酸成分は、単独で、又は２種を混合してアミド化に供することがで
きる。
【００４６】
　上記脂環式モノアミン成分は、シクロヘキシルアミン及び炭素数１～１０（好ましくは
炭素数１～４）の直鎖状若しくは分岐鎖状のアルキル基で置換されたシクロヘキシルアミ
ンからなる群より選ばれる少なくとも一種であり、単独で又は２種以上を混合してアミド
化に供することができる。
　具体的には、シクロヘキシルアミン、２－メチルシクロヘキシルアミン、３－メチルシ
クロヘキシルアミン、４－メチルシクロヘキシルアミンのメチルシクロヘキシルアミン、
２－エチルシクロヘキシルアミン、２－ｎ－プロピルシクロヘキシルアミン、２－ｉｓｏ
－プロピルシクロヘキシルアミン、２－ｎ－ブチルシクロヘキシルアミン、２－ｉｓｏ－
ブチルシクロヘキシルアミン、２－ｓｅｃ－ブチルシクロヘキシルアミン、２－ｔｅｒｔ
－ブチルシクロヘキシルアミンなどが挙げられる。
【００４７】
　上記のアルキル基で置換されたシクロヘキシルアミンは、シス体、トランス体及びこれ
ら立体異性体の混合物のいずれであってもよい。好ましいシス体：トランス体の比率とし
ては、５０：５０～０：１００の範囲が好ましく、特に３５：６５～０：１００の範囲が
好ましい。
【００４８】
　本発明に用いられる造核剤（Ａ）の粒径は、本発明の効果が得られる限り、特に限定さ
れないが、溶融プロピレン系重合体に対する溶解速度（又は溶解時間）の観点から、でき
る限り粒径の小さいものが好ましい。レーザー回折光散乱法で得られる粒径の測定値を採
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用した場合、造核剤（Ａ）の粒径としては、その最大粒径が２００μｍ以下、好ましくは
１００μｍ以下、さらに好ましくは５０μｍ、特に１０μｍ以下が推奨される。
【００４９】
　最大粒径を上記範囲内に調製する方法としては、この分野で公知の粉砕装置を用いる方
法が一般的であり、必要に応じて公知の分級装置を用いることもできる。具体的には、粉
砕装置として流動層式カウンタージェットミル１００ＡＦＧ（商品名、ホソカワミクロン
社製）、超音速ジェットミルＰＪＭ－２００（商品名、日本ニューマチック社製）、ピン
ミル等、分級装置として振動篩、乾式分級機（サイクロン、ミクロンセパレーターなど）
等が例示される。
【００５０】
　本発明に用いられる造核剤（Ａ）は、得られる成形品に優れた透明性を与え、得られる
成形品からの溶出性が極めて少ないという特性を有し、合格基準の厳しい第１４改正日本
薬局方試験に合格し得る数少ない造核剤である。
【００５１】
　本発明に用いられる造核剤（Ａ）の配合量は、重合体混合物１００重量部に対し、０．
００５～０．３重量部の範囲で用いられる。０．００５重量部未満では、十分な効果が得
られ難く、一方、０．３重量部を超えて用いると、さらなる性能の向上が期待できず、不
経済であるばかりか第１４改正日本薬局方試験の過マンガン酸カリウム還元性物質の項目
で不合格となる。０．０１～０．２５重量部が好ましく、０．０２～０．２重量部がさら
に好ましい。
【００５２】
　本発明のプロピレン系樹脂組成物には、造核剤（Ａ）を配合したうえで、さらに、一般
式（２）～（４）で示される造核剤（Ｂ）～（Ｄ）の少なくとも１種類が配合されていて
も良い。造核剤（Ｂ）～（Ｄ）を単独、又は複数併用させることにより、透明性や剛性、
成形性などを、さらに向上させることができる。
【００５３】
　造核剤（Ｂ）は、下記一般式（２）で示される有機リン酸金属塩化合物である。
【００５４】

【化８】

［式（２）中、Ｒ１は、直接結合、硫黄又は炭素数１～９のアルキレン基又はアルキリデ
ン基であり、Ｒ２及びＲ３は、水素原子又は炭素数１～８のアルキル基であり、ＭはＮａ
であり、ｎはＭの価数である。］
【００５５】
　一般式（２）で表される有機リン酸金属塩化合物の具体例としては、ナトリウム－２，
２’－メチレン－ビス－（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート、ナトリウ
ム－２，２’－エチリデン－ビス－（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート
、ナトリウム－２，２’－エチリデン－ビス－（４－ｉ－プロピル－６－ｔ－ブチルフェ
ニル）フォスフェート、ナトリウム－２，２’－ブチリデン－ビス－（４，６－ジメチル
フェニル）フォスフェート、ナトリウム－２，２’－ブチリデン－ビス－（４，６－ジ－
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ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート、ナトリウム－２，２’－ｔ－オクチルメチレン－
ビス－（４，６－メチルフェニル）フォスフェート、ナトリウム－２，２’－ｔ－オクチ
ルメチレン－ビス－（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート、ナトリウム－
２，２’－メチレン－ビス－（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート、
ナトリウム－２，２’－メチレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェニル）フォ
スフェート、ナトリウム（４，４’－ジメチル－６，６’－ジ－ｔ－ブチル－２，２’－
ビフェニル）フォスフェート、ナトリウム－２，２’－エチリデン－ビス－（４－ｓ－ブ
チル－６－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート、ナトリウム－２，２’－メチレン－ビ
ス－（４，６－ジ－メチルフェニル）フォスフェート、ナトリウム－２，２’－メチレン
－ビス－（４，６－ジ－エチルフェニル）フォスフェート、およびこれらの２種以上の混
合物を例示することができる。これらのうち特に、ナトリウム－２，２’－メチレン－ビ
ス－（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェートが好ましい。
　この様な造核剤としては、市販のものを用いることができる。具体的には、旭電化工業
（株）社製ＮＡ－１１を挙げることができる。
【００５６】
　造核剤（Ｂ）の配合量は、重合体混合物１００重量部に対し、０．００５～０．３重量
部の範囲が好ましく、０．０１～０．２重量部の範囲がより好ましい。０．００５重量部
未満では効果が得られず、０．３重量部を超える範囲は、更なる効果が得られないばかり
か経済的にも好ましくない。
【００５７】
　造核剤（Ｃ）は、一般式（３）で示される芳香族燐酸エステル類である。
【００５８】
【化９】

［式（３）中、Ｒ１は、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基を示し、Ｒ２及びＲ３は
、同一又は異なって、それぞれ水素原子又は炭素数１～１２のアルキル基を示し、Ｍは、
周期律表第ＩＩＩ族または第ＩＶ族の金属原子を示し、Ｘは、Ｍが周期律表第ＩＩＩ族の
金属原子を示す場合には、ＨＯ－を示し、Ｍが周期律表第ＩＶ族の金属原子を示す場合に
は、Ｏ＝又は（ＨＯ）２－を示す。］
【００５９】
　一般式（３）で表される芳香族燐酸エステル類の具体例としては、例えば、ヒドロキシ
アルミニウム－ビス［２，２’－メチレン－ビス（４，６－ジメチルフェニル）フォスフ
ェート］、ヒドロキシアルミニウム－ビス［２，２’－エチリデン－ビス（４，６－ジメ
チルフェニル）フォスフェート］、ヒドロキシアルミニウム－ビス［２，２’－メチレン
－ビス（４，６－ジエチルフェニル）フォスフェート］、ヒドロキシアルミニウム－ビス
［２，２’－エチリデン－ビス（４，６－ジエチルフェニル）フォスフェート］、ヒドロ
キシアルミニウム－ビス［２，２’－メチレン－ビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル
）フォスフェート］、およびヒドロキシアルミニウム－ビス［２，２’－エチリデン－ビ
ス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート］、ヒドロキシアルミニウム－ビ
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ス［２，２’－メチレン－ビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート
］、ヒドロキシアルミニウム－ビス［２，２’－エチリデン－ビス（４－メチル－６－ｔ
－ブチルフェニル）フォスフェート］、ヒドロキシアルミニウム－ビス［２，２’－メチ
レン－ビス（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート］、ヒドロキシアル
ミニウム－ビス［２，２’－エチリデン－ビス（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェニル）
フォスフェート］、ヒドロキシアルミニウム－ビス［２，２’－メチレン－ビス（４－ｉ
－プロピル－６－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート］、ヒドロキシアルミニウム－ビ
ス［２，２’－エチリデン－ビス（４－ｉ－プロピル－６－ｔ－ブチルフェニル）フォス
フェート］等が挙げられ、好ましくは、ヒドロキシアルミニウム－ビス［２，２’－メチ
レン－ビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェート］、およびヒドロキシア
ルミニウム－ビス［２，２’－エチリデン－ビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フ
ォスフェート］、およびこれらの２種以上の混合物を例示することができる。
【００６０】
　一般式（３）で表される芳香族燐酸エステル類は、有機アルカリ金属塩と併用させるこ
とが効果的である。
　該有機アルカリ金属塩とは、アルカリ金属カルボン酸塩、アルカリ金属β－ジケトナー
ト及びアルカリ金属β－ケト酢酸エステル塩からなる群より選択される少なくとも一種の
有機アルカリ金属塩を示すことができる。
　該有機アルカリ金属塩を構成するアルカリ金属としては、リチウム、ナトリウム、カリ
ウム等が挙げられる。
　上記アルカリ金属カルボン酸塩を構成するカルボン酸としては、例えば酢酸、プロピオ
ン酸、アクリル酸、オクチル酸、イソオクチル酸、ノナン酸、デカン酸、ラウリン酸、ミ
リスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、オレイン酸、リシノール酸、１２－ヒドロキ
システアリン酸、ベヘン酸、モンタン酸、メリシン酸、β－ドデシルメルカプト酢酸、β
－ドデシルメルカプトプロピオン酸、β－Ｎ－ラウリルアミノプロピオン酸、β－Ｎ－メ
チル－ラウロイルアミノプロピオン酸等の脂肪族モノカルボン酸、マロン酸、コハク酸、
アジピン酸、マレイン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカンジ酸、クエン酸、ブタン
トリカルボン酸、ブタンテトラカルボン酸等の脂肪族多価カルボン酸、ナフテン酸、シク
ロペンタンカルボン酸、１－メチルシクロペンタンカルボン酸、２－メチルシクロペンタ
ンカルボン酸、シクロペンテンカルボン酸、シクロヘキサンカルボン酸、１－メチルシク
ロヘキサンカルボン酸、４－メチルシクロヘキサンカルボン酸、３，５－ジメチルシクロ
ヘキサンカルボン酸、４－ブチルシクロヘキサンカルボン酸、４－オクチルシクロヘキサ
ンカルボン酸、シクロヘキセンカルボン酸、４－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸
等の脂環式モノ又はポリカルボン酸、安息香酸、トルイル酸、キシリル酸、エチル安息香
酸、４－ｔ－ブチル安息香酸、サリチル酸、フタル酸、トリメリット酸、ピロメリット酸
等の芳香族モノ又はポリカルボン酸等が挙げられる。
【００６１】
　上記アルカリ金属β－ジケトナートを構成するβ－ジケトン化合物としては、例えば、
アセチルアセトン、ピバロイルアセトン、パルミトイルアセトン、ベンゾイルアセトン、
ピバロイルベンゾイルアセトン、ジベンゾイルメタン等が挙げられる。
【００６２】
　また、上記アルカリ金属β－ケト酢酸エステル塩を構成するβ－ケト酢酸エステルとし
ては、例えば、アセト酢酸エチル、アセト酢酸オクチル、アセト酢酸ラウリル、アセト酢
酸ステアリル、ベンゾイル酢酸エチル、ベンゾイル酢酸ラウリル等が挙げられる。
【００６３】
　該有機アルカリ金属塩の成分であるアルカリ金属カルボン酸塩、アルカリ金属β－ジケ
トナート又はアルカリ金属β－ケト酢酸エステル塩は、各々上記アルカリ金属とカルボン
酸、β－ジケトン化合物又はβ－ケト酢酸エステルとの塩であり、従来周知の方法で製造
することができる。また、これら各アルカリ金属塩化合物の中でも、アルカリ金属の脂肪
族モノカルボン酸塩、特に、リチウムの脂肪族カルボン酸塩が好ましく、とりわけ炭素数
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【００６４】
　この様な造核剤としては、市販のものを用いることができる。具体的には、旭電化工業
（株）社製ＮＡ－２１を挙げることができる。
【００６５】
　造核剤（Ｃ）の配合量は、重合体混合物１００重量部に対し、０．００５～０．１５重
量部の範囲が好ましく、０．０１～０．１重量部の範囲がより好ましい。０．００５重量
部未満では効果が得られず、一方、０．１５重量部を超える範囲は、更なる効果が得られ
ないばかりか経済的にも好ましくない。
【００６６】
　造核剤（Ｄ）は、一般式（４）で示される造核剤である。
【００６７】
【化１０】

［式（４）中、Ｍ１およびＭ２は、同一または異なって、カルシウム、ストロンチウム、
リチウム又は一塩基性アルミニウムから選択される少なくとも１種の金属カチオンであり
、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９およびＲ１０は、同一または
異なって、水素、Ｃ１－Ｃ９アルキル（ここで、いずれか２つのビシナル（隣接炭素に結
合）またはジェミナル（同一炭素に結合）アルキル基は、一緒になって６個までの炭素原
子を有する炭化水素環を形成してもよい）、ヒドロキシ、Ｃ１－Ｃ９アルコキシ、Ｃ１－
Ｃ９アルキレンオキシ、アミンおよびＣ１－Ｃ９アルキルアミン、ハロゲン（フッ素、塩
素、臭素および沃素）並びにフェニルからなる群からそれぞれ選択される。］
【００６８】
　ここで、「一塩基性アルミニウム」なる用語は周知であり、２つのカルボン酸基が結合
した単一カチオンとしてアルミニウムヒドロキシド基を含むことを意図している。さらに
、これら可能な塩のそれぞれにおいて、非対称炭素原子の立体配置は、シスまたはトラン
スのいずれでもよいが、シスが好ましい。
　一般式（４）で表される造核剤は、凝集等を防止する目的で、他の化合物を混合して用
いても差し支えない。
　この様な造核剤としては、市販のものを用いることができる。具体的には、メリケン（
株）社製ハイパフォームＨＰＮ６８Ｌを挙げることができる。ハイパフォームＨＰＮ６８
Ｌの造核剤成分の構造を下記に示す。
【００６９】
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【化１１】

【００７０】
　造核剤（Ｄ）の配合量は、重合体混合物１００重量部に対し、０．００５～０．１５重
量部の範囲が好ましく、０．０１～０．１重量部の範囲がより好ましい。０．００５重量
部未満では効果が得られず、一方、０．１５重量部を超える範囲は、局方試験に不合格に
なる場合がある。
【００７１】
　本発明のプロピレン系樹脂組成物には、造核剤（Ａ）～（Ｄ）以外に、他の造核剤とし
て、ソルビトール系造核剤、有機リン酸塩系造核剤および芳香族燐酸エステル類、タルク
など既知の造核剤を、本発明の効果を大きく阻害しない範囲で、添加することができる。
【００７２】
５．中和剤
　本発明のプロピレン系樹脂組成物においては、中和剤を配合することが望ましい。中和
剤の具体例としては、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネ
シウムなどの金属脂肪酸塩、ハイドロタルサイト（商品名：協和化学工業（株）の下記一
般式（８）で表されるマグネシウムアルミニウム複合水酸化物塩）、ミズカラック（下記
一般式（９）で表されるリチウムアルミニウム複合水酸化物塩）などが挙げられる。特に
、プレフィルドシリンジ、キット製剤、輸液バッグなど長期接液する部材として用いる場
合には、接触する液体に溶出しないハイドロタルサイトやミズカラックが有利である。
【００７３】
　　Ｍｇ１－ｘＡｌｘ（ＯＨ）２（ＣＯ３）ｘ／２・ｍＨ２Ｏ　　…（８）
［式中、ｘは、０＜ｘ≦０．５であり、ｍは３以下の数である。］
【００７４】
　　［Ａｌ２Ｌｉ（ＯＨ）６］ｎＸ・ｍＨ２Ｏ　　…（９）
［式中、Ｘは、無機または有機のアニオンであり、ｎはアニオン（Ｘ）の価数であり、ｍ
は３以下である。］
【００７５】
　中和剤の配合量は、重合体混合物１００重量部に対し、０．００５～０．２重量部の範
囲が好ましく、０．０１～０．０５重量部の範囲がより好ましい。
【００７６】
６．滑剤
　本発明のプロピレン系樹脂組成物においては、滑剤を配合することが望ましい。滑剤と
しては、既知の滑剤が挙げられるが、ステアリン酸ブチルやシリコーンオイルが好ましく
、特にシリコーンオイルが良い。
　具体的なシリコーンオイルとしては、ジメチルポリシロキサン、メチルフェニルポリシ
ロキサン、メチルヒドロジエンポリシロキサン、α－ωビス（３－ヒドロキシプロピル）
ポリジメチルシロキサン、ポリオキシアルキレン（Ｃ２～Ｃ４）ジメチルポリシロキサン
、ポリオルガノ（Ｃ１～Ｃ２のアルキル基および／またはフェニル基）シロキサンとポリ
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アルキレン（Ｃ２～Ｃ３）グリコールの縮合物などが挙げられる。この中でもジメチルポ
リシロキサンとメチルフェニルポリシロキサンが好ましい。該滑剤は単独、又は複数用い
ても構わない。
　ジメチルポリシロキサンなどのシリコーンを添加した場合、成形時に発生する傷を防止
するだけでなく、シリンダー内やホットランナー内で発生する焼けを防止することができ
る。
【００７７】
　滑剤の配合量は、重合体混合物１００重量部に対し、０．００１～０．５重量部が好ま
しく、０．０１～０．１５重量部がより好ましく、０．０３～０．１重量部が特に好まし
い。０．００１重量部未満では効果が期待できず、一方、０．５重量部を超えると、更な
る効果が期待できないばかりか経済的に好ましくない。
【００７８】
７．その他の添加剤
　本発明のプロピレン系樹脂組成物においては、上述した成分に加えて、プロピレン系重
合体の安定剤などとして使用されている各種酸化防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤等の添
加剤を配合することができる。
【００７９】
　具体的には、酸化防止剤としては、ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェニ
ル）ペンタエリスリトール－ジ－フォスファイト、ジ－ステアリル－ペンタエリスリトー
ル－ジ－フォスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトー
ル－ジ－フォスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスファイト、
テトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニレン－ジ－フォス
フォナイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチル－５－メチルフェニル）－４，４’－
ビフェニレン－ジ－フォスフォナイト等のリン系酸化防止剤、２，６－ジ－ｔ－ブチル－
ｐ－クレゾール、テトラキス［メチレン（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒド
ロシンナメート）］メタン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ハイドロキシベンジル）ベンゼン、トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル
－４－ハイドロキシベンジル）イソシアヌレート等のフェノール系酸化防止剤、ジ－ステ
アリル－ββ’－チオ－ジ－プロピオネート、ジ－ミリスチル－ββ’－チオ－ジ－プロ
ピオネート、ジ－ラウリル－ββ’－チオ－ジ－プロピオネート等のチオ系酸化防止剤等
が挙げられる。
【００８０】
　紫外線吸収剤としては、２－ヒドロキシ－４－ｎ－オクトキシベンゾフェノン、２－（
２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾ
ール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）－５－クロ
ロベンゾトリアゾール等の紫外線吸収剤等が挙げられる。
【００８１】
　光安定剤としては、ｎ－ヘキサデシル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベン
ゾエート、２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル－３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒド
ロキシベンゾエート、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピぺリジル）セバケー
ト、コハク酸ジメチル－２－（４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチル－１－ピ
ペリジル）エタノール縮合物、ポリ｛［６－〔（１，１，３，３－テトラメチルブチル）
アミノ〕－１，３，５－トリアジン－２，４ジイル］〔（２，２，６，６－テトラメチル
－４－ピペリジル）イミノ〕ヘキサメチレン〔（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピ
ペリジル）イミノ〕｝、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－アミノプロピル）エチレンジアミン－２，
４－ビス〔Ｎ－ブチル－Ｎ－（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）ア
ミノ〕－６－クロロ－１，３，５－トリアジン縮合物等の光安定剤を挙げることができる
。
【００８２】
　さらに、放射線処理で変色がなく耐ＮＯｘガス変色性が良好な下記一般式（１０）や下
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記一般式（１１）で表されるアミン系酸化防止剤、５，７－ジ－ｔ－ブチル－３－（３，
４　ジ－メチル－フェニル）－３Ｈ－ベンゾフラン－２－ワン等のラクトン系酸化防止剤
、下記一般式（１２）等のビタミンＥ系酸化防止剤を挙げることができる。
【００８３】
【化１２】

【００８４】
【化１３】

【００８５】
【化１４】

【００８６】
　さらに、その他に、帯電防止剤、スリップ剤、脂肪酸金属塩等の分散剤、高密度ポリエ
チレン、オレフィン系エラストマー等を本発明の目的を損なわない範囲で配合することが
できる。
【００８７】
［２］プロピレン系樹脂組成物の製造方法
　本発明のプロピレン系樹脂組成物は、プロピレン単独重合体（ａ）、およびポリエチレ
ン（ｂ）、造核剤（造核剤（Ａ）と必要に応じて造核剤（Ｂ）～（Ｄ）の少なくとも１種
の混合物）および、必要に応じて他の添加剤とを、ヘンシェルミキサー、スーパーミキサ
ー、リボンブレンダー等に投入して混合した後、通常の単軸押出機、二軸押出機、バンバ
リーミキサー、プラベンダー、ロール等で１９０～２６０℃の温度範囲で溶融混練するこ
とにより得ることができる。
【００８８】
［３］成形品
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　本発明の成形品は、上記のプロピレン系樹脂組成物を、公知の射出成形機により射出成
形することにより得られる。
【００８９】
　本発明の成形品としては、食品容器、キャップ、医療用器具、理化学実験器具、自動車
部品、電気部品を挙げることができ、中でも、合格基準の厳しい第１４改正　日本薬局方
　一般試験　４５．プラスチック製医薬品容器試験法　１．ポリエチレン製又はポリプロ
ピレン製水性注射剤容器の試験項目をすべて満足し得ることから、注射筒、医療用器具お
よび医療用容器、薬剤液を充填してなる注射筒および容器などに好適である。
　具体的には、ディスポーザブルシリンジ及びその部品、カテーテル・チューブ、輸液バ
ッグ、血液バッグ、真空採血管、手術用不織布、血液用フィルター、血液回路などのディ
スポーザブル器具や、人工肺、人工肛門などの人工臓器類の部品、ダイアライザー、プレ
フィルドシリンジ、キット製剤、薬剤容器、試験管、縫合糸、湿布基材、歯科用材料の部
品、整形外科用材料の部品、コンタクトレンズのケース、ＰＴＰ（ＰＲＥＳＳ　ＴＨＲＯ
ＵＧＨ　ＰＡＣＫＡＧＥ）、ＳＰ（ＳＴＲＩＰ　ＰＡＣＫＡＧＥ）・分包、Ｐバイアル（
プラスチックバイアル）、目薬容器、薬液容器、液体の長期保存容器、キャップなどを挙
げることができる。
　なお、本発明の成形品は、オートクレーブ滅菌、放射線滅菌、ＥＯＧ滅菌など公知の滅
菌処理を行っても良い。
【実施例】
【００９０】
　以下、実施例により、本発明を更に詳細に説明するが、本発明は、その要旨を超えない
限り以下の実施例に限定されるものではない。なお、実施例および比較例で用いた物性値
の測定法、評価法、樹脂および添加剤は、以下の通りである。
【００９１】
１．物性値の測定法、評価法
（１）曲げ弾性率：
　ＪＩＳ　Ｋ７２０３の「硬質プラスチックの曲げ試験方法」に準拠して２３℃で測定し
た。
（２）アイゾット衝撃強度（ＩＺＯＤ衝撃）：
　ノッチ付きの試験片を用い、２３℃にて、ＪＩＳ　Ｋ７２０３に準じて測定した（単位
：ＫＪ／ｍ２）。
（３）ヘイズ値：
　厚さ１ｍｍのシート片を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１０５に準拠して測定した。
（４）荷重たわみ温度（熱変形温度：ＨＤＴ）：
　ＪＩＳ　Ｋ７２０７に準拠して荷重０．４５ＭＰａにて測定した。この温度が高い程、
得られた成形品は、耐熱性に優れる。
（５）成形性：
　成形性評価用の成形品（１２ｃｍ×１２ｃｍ×２．５ｍｍ板上に、厚み１ｍｍの２５ｍ
ｍ×２０ｍｍ×２０ｍｍの箱型が３×４並んでいる形状）を作成した。得られた成形品お
よび成形品離型時の離型抵抗より、その成形性を評価した。
　ここで、射出成形によって得られた成形品を金型から離型させる際の離型抵抗（離型し
にくさ）が大きいと、過度の応力にてイジェクターピンを動かさなければならないため、
成形品に割れや白化が発生する確率が高くなり、良質な成形品を得られにくく、不良率が
高くなってしまう。また、そのような状況下でイジェクターピンを高速で動かすと、なお
いっそう割れや白化が発生する確率が高くなるため、成形品を金型から離型させる速度を
遅くしなければならなくなり、成形サイクルの低下を招いてしまう。
　上述のような理由により、成形品の離型抵抗が大きい（離形性が悪い）と成形性が悪く
なるため、成形品の離型抵抗を測定し、成形性の評価を行った。なお、離型抵抗が小さい
ほど金型から成形品が離型しやすく（成形性が良い）、逆に、離型抵抗が大きいほど金型
から成形品が離型しにくい（成形性が悪い）ということを示している。
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【００９２】
（６）第１４改正　日本薬局方一般試験（日本薬局方試験）：
　４５．プラスチック製薬品容器試験法（プラスチック製水性注射剤容器）の１．ポリエ
チレン製又はポリプロピレン製水性注射剤容器の項の試験法に従って、透明性、重金属、
鉛、カドミウム、強熱残分、泡立ち、ＰＨ、過マンガン酸カリウム還元性物質、紫外吸収
スペクトル、蒸発残留分を測定した。
　但し、試料調製は、０．５ミリ厚で表面積１２００ｃｍ２に相当する重量のペレットを
秤量し、２２０℃でプレスしてシート片として、長さ約５センチ、幅約０．５センチの大
きさに細断し、水で洗った後、室温で乾燥した。これを内容積約３００ｍｌの硬質ガラス
製容器に入れ、水２００ｍｌを正確に加え、適当な栓で密封した後、高圧蒸気滅菌器を用
いて１２１℃で１時間加熱した後、室温になるまで放置し、この内溶液を試験液とし、別
に水につき、同様の方法で空試験液を調製した。
【００９３】
２．樹脂、添加剤
（Ａ－１）プロピレン単独重合体（ａ）：ＭＦＲ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０、２３０℃、２．
１６ｋｇ荷重）１４ｇ／１０分、立体規則性９７％（日本ポリプロ（株）社製ノバテック
ＳＡ２Ｅ）
（Ａ－２）プロピレン単独重合体（ａ）：ＭＦＲ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０、２３０℃、２．
１６ｋｇ荷重）１１ｇ／１０分、立体規則性９５％（日本ポリプロ（株）社製ノバテック
ＭＡ３）
（Ａ－３）エチレン－プロピレンランダム共重合体：エチレン含有量２．５ｗｔ％、ＭＦ
Ｒ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０、２３０℃、２．１６ｋｇ荷重）９ｇ／１０分（日本ポリプロ（
株）社製ＭＧ３Ｆ）
【００９４】
（Ｂ－１）メタロセン系ポリエチレン（ｂ）：密度（ＪＩＳ　Ｋ７１１２）０．８９８ｇ
／ｃｍ３、ＭＦＲ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０，１９０℃、２．１６ｋｇ荷重）２．２ｇ／１０
分、（Ｍｗ／Ｍｎ）２．２。（日本ポリエチレン（株）社製カーネルＫＦ２６２）
（Ｂ－２）チーグラーナッタ系ポリエチレン（ｂ）：密度（ＪＩＳ　Ｋ７１１２）０．９
２０ｇ／ｃｍ３、ＭＦＲ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０、１９０℃、２．１６ｋｇ荷重）２．１ｇ
／１０分、（Ｍｗ／Ｍｎ）３．８。（日本ポリエチレン（株）社製ノバテックＵＦ２４０
）
（Ｂ－３）チーグラーナッタ系ポリエチレン：密度（ＪＩＳ　Ｋ７１１２）０．９５１ｇ
／ｃｍ３、ＭＦＲ（ＪＩＳ　Ｋ７２１０、１９０℃、２．１６ｋｇ荷重）５．５ｇ／１０
分、（Ｍｗ／Ｍｎ）４．６。（日本ポリエチレン（株）社製ノバテックＨＪ３６０）
【００９５】
（Ｃ－１）１，２，３－プロパントリカルボン酸トリス（２－メチルシクロヘキシルアミ
ド）：造核剤（Ａ）に相当
（Ｃ－２）ＮＡ－１１：有機リン酸金属塩化合物系造核剤（旭電化工業（株）製）：造核
剤（Ｂ）に相当
（Ｃ－３）ゲルオールＭＤ：ソルビトール系造核剤（新日本理化（株）製）：造核剤（Ａ
）～（Ｄ）のいずれにも相当しない造核剤
【００９６】
（Ｄ－１）リン系酸化防止剤：トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）フォ
スファイト
（Ｄ－２）ヒンダードアミン系酸化防止剤：コハク酸ジメチル・１－（２－ヒドロキシエ
チル）－４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン重縮合物
（Ｅ）ＤＨＴ－４Ａ：ハイドロタルサイト（協和化学工業（株）製）
（Ｆ）シリコーンオイル：Ｄｏｗｃｏｒｎｉｎｇ３６０Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｆｌｕｉｄ（シ
リコーン）－１０００　東レ・ダウコーニング（株）製
【００９７】
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［実施例１～７、比較例１～６］
　樹脂および添加剤を表１に記載の配合割合（重量部）で準備し、スーパーミキサーでド
ライブレンドした後、３５ミリ径の２軸押出機を用いて溶融混練した。ダイ出口部温度２
４０℃でダイから押し出しペレット化した。得られたペレットを射出成形機により、樹脂
温度２４０℃、射出圧力９００ｋｇ／ｃｍ２及び金型温度４０℃で射出成形し、試験片を
作成した。得られた試験片を用い、物性を測定した。
　また、得られたペレットを射出成形機により、樹脂温度２４０℃、射出圧力９００ｋｇ
／ｃｍ２及び金型温度４０℃で射出成形し、成形性評価用（離型抵抗測定用）の成形品（
１２ｃｍ×１２ｃｍ×２．５ｍｍ板上に、厚み１ｍｍの２５ｍｍ×２０ｍｍ×２０ｍｍの
箱型が３×４並んでいて、離型時の抵抗が大きくなる形状をしている）を作成した。得ら
れた成形品の離型時の離型抵抗を測定することにより、その成形性を評価した。
　それらの評価結果を表１に示す。
【００９８】
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【表１】

【００９９】
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　表１から明らかなように、実施例１は、本発明のプロピレン系樹脂組成物を用いたもの
であり、剛性、耐衝撃性、透明性、耐熱性および成形性に優れ、日本薬局方試験にも適合
し、優れた成形品が得られる。
　また、実施例２は、造核剤（Ａ）の配合量を増したものであり、配合量を増すことによ
り、さらに透明性が向上し、かつ、日本薬局方試験にも適合する。
　さらに、実施例３は、造核剤（Ａ）と造核剤（Ｂ）とを併用したものであり、造核剤（
Ａ）のみを用いる場合よりも、剛性、透明性、耐熱性に優れ、日本薬局方試験にも適合す
る。
　また、実施例４は、ＭＦＲの低いポリエチレン（ｂ）を用いたもので、剛性が若干劣る
ものの、耐衝撃性、透明性、耐熱性および成形性に優れ、日本薬局方試験にも適合し、優
れた成形品が得られる。
　さらに、実施例５は、シリコーンが配合されているものであり、この程度の配合量であ
れば、日本薬局方試験に適合させつつ、離型性を格段に向上させることができる。
　また、実施例６は、本発明で用いられるポリエチレン（ｂ）の配合比率を高めたもので
あり、これにより耐衝撃性が著しく向上していることがわかる。
　さらに、実施例７は、立体規則性が若干低いプロピレン単独重合体（ａ）を用いたもの
で、立体規則性の低下に伴い、剛性と耐熱性が若干低下する傾向にあることがわかる。
【０１００】
　一方、比較例１は、本発明で用いられるポリエチレン（ｂ）を使用しないものであるた
め、本発明のプロピレン系樹脂組成物と比較して、耐衝撃性がかなり劣っており、使用時
に、容器の破損を招く可能性が高い。
　また、比較例２は、透明性、耐衝撃性が必要な成形品に用いられてきた従来の樹脂であ
るエチレン－プロピレンランダム共重合体に、造核剤（Ａ）を配合したものであり、本発
明のプロピレン系樹脂組成物と比較して、透明性に優れるものの、剛性と耐衝撃性が低い
傾向にあり、耐熱性に劣っており、高圧蒸気滅菌時や高負荷の条件下で、成形品の変形を
招く可能性が高い。
　さらに、比較例３～４は、本発明で用いられる造核剤（Ａ）が配合されていないプロピ
レン系樹脂組成物である。比較例３は、造核剤（Ａ）の代わりに、造核剤（Ｂ）が用いら
れており、実施例２と比較すると、明らかに透明性に劣っていることがわかる。また、比
較例４は、造核剤（Ａ）の代わりに、透明性に優れる造核剤であるゲルオールＭＤを用い
たもので、透明性には優れるが、日本薬局方試験に適合できなくなる。
　また、比較例５は、本発明で用いられるポリエチレン（ｂ）の密度範囲が外れるポリエ
チレンを用いたもので、著しく透明性に劣っていることがわかる。
　さらに、比較例６は、本発明で用いられるプロピレン単独重合体（ａ）の代わりに、エ
チレン－プロピレンランダム共重合体を用いたものであるが、実施例３と比較すると、剛
性が低い傾向にあり、著しく耐熱性に劣っていることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０１０１】
　本発明のプロピレン系樹脂組成物は、剛性、耐衝撃性、透明性が良く、第１４改正　日
本薬局方一般試験に合格し、優れた成形品を得るのに非常に有用であることが判る。特に
高圧蒸気滅菌処理される場合の製品においては、透明性があり耐熱変形性と耐衝撃性に優
れた成形品を得ることができ、注射筒、医療用器具および医療用容器に非常に適しており
、中でも、薬剤液を充填してなる注射筒および容器、具体的には、プレフィルドシリンジ
やキット製剤に好適である。
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